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第４章 高齢者保健福祉計画の施策体系 

 

 本市では，団塊の世代の方が 75歳以上となる平成 37（2025）年の超高齢社会にむ

けて，高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けられるために，第７期の計画

期間である平成 30（2018）年度から平成 32（2020）年度の３年間，「ちいきぐるみ

の支え合いづくり」をめざした，地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。 

 

＜施策全体の指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

65 歳の平均自立期間＊ 

【平成 28 年】 

男性 17.45 年 

女性 20.90 年 

【平成 31（2019）年】 

男性 18.0 年 

女性 21.6 年 

高齢者の自覚的健康感が 

「とてもよい」「まあよい」の割合 

【平成 29年度】 

75.70％ 

【平成 32（2020）年度】 

78％ 

 

  



第 4章 

46 

1 １-１

１-２

１-３

2 ２-１

２-２

２-３

２-４

２-５

3 ３-１

３-２

３-３

4 ４-１

４-２

5 ５-１

５-２

５-３

多様なサービスを効果的に受けられる

～保険者によるマネジメント機能の強化・推進～

多様な主体との考え方や方向性の共有

地域高齢者支援センターの機能強化

地域分析に基づく保険者機能の強化

住み慣れた地域で暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進
（住環境・公共交通など）～

多様な暮らし方の支援

暮らしの中で受けられる介護サービスの充実

公共空間や交通のバリアフリー化

介護や看護に従事する人たちが
誇りとやりがいを持って働き続けられる

～介護事業所・従事者の質の向上，
労働環境の整備促進～

事業所の質の向上

事業所の職場環境の改善

安心して暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進～

ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援

認知症になっても安心して暮らし続けられる支援

重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援

安心して暮らし続けられるための権利を守る支援

災害時でも安心して暮らし続けられる支援

基本理念　　：　　『　ちいきぐるみの支え合いづくり　』

【基本目標】 【施策の方向性】

いきいきと暮らし続けられる

～高齢者の健康増進・社会参加による
健康寿命の維持向上及び介護予防の推進～

健康づくりの推進

生活支援サービスの充実

市民が主体となる地域活動の推進
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１－１ 健康づくりの推進 

 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査からは，運動器機能リスクのある高齢者の割合が

高い地域ほど，閉じこもりリスクや認知症リスクも高まる傾向が強くみられます。 

本市では，住民主体の介護予防活動である「いきいき・かみかみ・しゃきしゃき百歳体操＊

（以下，「百歳体操」という。）」の体操会場を増やし，長く会場運営が続けられるよう，ＮＰＯ法

人等とも協同しながら，インストラクターやサポーターの育成，サポーターの活動支援などに取

り組みます。 

高齢者の食に関する意見交換会では，高齢者の低栄養＊に関する啓発や支援活動の必要

性に関する意見が多く出されました。新たに低栄養予防に関する活動を推進し，高齢者の健

康増進に取り組みます。 

 

＜事業等内容＞ 

●住民主体の介護予防活動の推進                    ※全事業〔高齢者支援課〕 

【継続】百歳体操会

場の立ち上げ支援 

高齢者がより身近な地域で取り組むことができるよう，「百歳体操」の新

規会場の立ち上げを支援していきます。 

【新規】百歳体操へ

のつなぎ支援 

 脳卒中等の障害のある高齢者や虚弱高齢者等が地域のいきいき百歳

体操等に継続して参加することができるよう，リハビリ専門職＊等と連携し会

場等につなげる取組を進めます。 

【拡充】こうち笑顔

マイレージ＊の普及 

健康づくり活動への参加意欲の向上に向けて，「こうち笑顔マイレージ」

の普及に取り組みます。また，ポイント付与対象内容や還元方法等につい

て，より充実したものとなるよう見直します。 

【拡充】百歳体操を

継続できる仕組み

づくり 

 

正しく体操を実施できるよう必要な技術支援を行っていきます。また，適

切に技術支援ができるよう，インストラクターの養成に取り組みます。会場

でサポートする「いきいき百歳サポーター＊」の育成やフォローアップに取り

組んでいきます。 

今後，関係機関と連携してお世話役やサポーター同士の情報交換の

機会づくりや会場運営支援体制の構築に取り組みます。 

【新規】低栄養予防

の普及啓発 

 

 町内会等の各種団体等に対し，健康講座等を活用した低栄養予防の普

及啓発に取り組みます。また，医療機関受診時を活用して低栄養予防の

啓発ができるよう，連携を進めます。 

地域で食事を共にする活動について研究し，体操の場を活用した低栄

養予防活動についての支援方法の確立を目指します。 

●一人ひとりの健康行動の推進                     ※全事業〔健康増進課〕 

【継続】健康講座に

よる啓発 

高齢者が健康で自立した生活を送ることができるよう，健康講座を通じ

て健康づくりについて啓発をしていきます。 

【継続】いきいき健

康チャレンジ＊の普

及 

健康づくりや生活習慣の見直しのきっかけとして「いきいき健康チャレン

ジ」の普及に努めていきます。さらに個人の取組だけでなく，家族・仲間・

地域で取り組んでいけるように働きかけていきます。 
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【継続】健康相談の

実施 

健康管理ができるために，心身の健康に関する相談に応じ，必要な指

導及び助言をしていきます。さらに，気軽に相談できる窓口の一つとして

「かかりつけ医・かかりつけ歯科医・かかりつけ薬局」を持つことについて

も，あらゆる機会を活用して啓発していきます。 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

いきいき百歳体操参加者数 7,457 人/年 

【平成 29年 7 月調査】 

9,000 人/年 

【平成 32年調査予定】 

いきいき百歳サポーター新規育成数 319 人/3 年間 

【平成 29年度末】 

360 人/３年間 

【平成 32年度末】 

●百歳体操会場支援体制（イメージ案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

百歳体操会場の立ち上げ支援    

百歳体操へのつなぎ支援    

こうち笑顔マイレージの普及 
   

百歳体操を継続できる仕組み

づくり 

   

低栄養予防の普及啓発    

健康講座による啓発    

いきいき健康チャレンジの普及    

健康相談の実施 
   

継続 

支援体制検討・モデル事業実施 

継続 

継続 

継続 

拡充 

運用方法等の検討 

運用開始 

運用開始 

現状把握・検討・モデル事業 普及啓発開始 
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１－２ 生活支援サービスの充実 

日々の暮らしの中では，個人では解決できない様々な問題も生じます。しかし，ご近所づき

あいでの助け合いや地縁組織での助け合い，ボランティアやＮＰＯ法人等の支援等，互助の

力によって解決できることも多くあります。 

このため，生活支援体制整備事業＊による協議体等を活用しての協議や，介護予防・日常

生活支援総合事業における新たな生活支援サービスの実施と従業員の確保等，地域ぐるみ

の生活支援を推進していきます。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●ＮＰＯやボランティア，地縁組織，民間企業等を活動した生活支援体制の構築 

【継続】第１層協議体＊

の開催  

市全域を範囲とした第１層協議体において，地域における生

活支援の方向性の共有や仕組みづくり等について，関係機関で

協議を行います。また，生活支援に係る関係機関との関係づくり

や社会資源の把握・見える化等に取り組みます。 

【新規】第２層協議体＊

の設置，第２層生活支

援コーディネーター＊の

配置 

日常生活圏域＊を範囲とする第２層協議体を地域高齢者支援

センター圏域毎に設置します。協議体での協議内容をふまえ，

課題解決に必要なコーディネート業務を，ふさわしい団体や個

人等を選定し，第２層の生活支援コーディネーター*を配置しま

す。 

●生活支援の人材発掘・育成 

【拡充】介護予防等サ

ービス従事者の育成 

高知市介護予防等サービス従事者養成研修を開催する事業

所に対し補助を行い，Ａ類型（人員基準緩和）訪問事業所＊等で

勤務できる人材を育成します。 

【拡充】こうち笑顔マイレ

ージ（ボランティア活動）
＊の推進 

こうち笑顔マイレージの活動内容について，在宅での生活支

援ボランティア等への適用を検討します。 

●総合事業における自立した生活を支えるサービスの拡充 

【拡充】A 類型事業所の

増加 

 A 類型（人員基準緩和）の事業所の増加を図ります。 

【新規】Ｃ類型事業所＊

の新設及び住民主体の

サービス提供に向けた

課題整理 

サービス提供対象者像の整理や要件整備など，現在のサー

ビス提供事業所等とも協議を行いながら， C 類型（短期集中）の

事業所創設に向けた取組を進めます。また，住民主体のサービ

ス提供に向けた課題を整理し，住民主体のサービスのあり方を

検討します。 
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＜指標・目標＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

第１層協議体の開催 
   

第２層協議体の設置，第

２層生活支援コーディネ

ーターの配置 

   

介護予防等サービス従

事者の育成 

   

こうち笑顔マイレージ（ボ

ランティア活動）の推進 

   

A 類型（人員基準緩和）

事業所の増加 

   

Ｃ類型（短期集中）事業

所の新設 

   

住民主体のサービス提供

に向けた課題整理 

   

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

第２層生活支援コーディネーター配置 ０圏域 【平成 29 年度末】 ５圏域【平成 32 年度末】 

介護予防等サービス従事者育成数 36 人（平成 30 年 1 月末時点） 

/3 年間 

120 人/3 年間 

【平成 32年度末】 

こうち笑顔マイレージ（ボランティア活

動）登録者数 

371 人 

（平成 30年１月末時点） 

600 人 

【平成 32年度末】 

Ａ類型（人員基準緩和）事業所数 １事業所【平成 29年度末】 ３事業所【平成 32年度末】 

Ｃ類型（短期集中）事業所の創設 ０事業所【平成 29年度末】 １事業所【平成 32年度末】 

協議体設置， 

コーディネーター配置 

内容見直し検討 

継続・必要に応じ見直し 

実態把握・事業内容等検討 

必要に応じ見直し 

事業内容等検討・モデル事業実施 事業開始 

開催 

実施 

●生活支援サービスの構築（イメージ） 
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１－３ 市民が主体となる地域活動の推進 

 住民主体による支え合いや高齢者の社会参加を促進することは，今後の高齢者支援を進め

る上で重要となります。 

 本市には住民主体の介護予防活動である「いきいき・かみかみ・しゃきしゃき百歳体操＊（以

下，「百歳体操」という。）」の会場が約 360 か所あります。その会場のアンケート調査の結果か

ら，体操だけではなく，様々な互助の活動が行われていることが分かりました。 

 今後，このような自発的な活動状況についての広報や活動支援を通じて，他会場へも広げ

ることができるような仕組みづくりに取り組んでいきます。また，なごやか宅老事業等について，

より高齢者のニーズに合った活動内容となるよう検討します。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●住民主体の支え合い活動の推進 

【拡充】百歳体操

の場を活用した

地域での支え合

いの仕組みづく

り 

各体操会場における体操以外の活動について，ＮＰＯ法人と連携し

て聞き取り調査を行い，その内容について広報誌や交流会等を通じた

情報発信に取り組みます。また，体操以外の活動を進めたいと希望する

会場については，必要な支援を行い，地域での支え合いの仕組みづく

りに取り組みます。 

【継続】地域づく

り研修 

 住民自身が地域での活動状況を把握し，地域福祉課題の発見・解決

に向けた取組を推進するための手法として「支えあいマップづくり*」の研

修を行います。 

【新規】食の機会

を通じた集いの

場づくり 

高齢者の食に関する支援が必要とされており，百歳体操の会場を活

用した先進的な取組を他会場へ紹介し，食の機会を通じた集いの場づ

くりを推進します。 

【継続】ニーズに

応じた通いの場

づくり  

高齢者の介護保険事業所以外の社会参加の場として，なごやか宅老

や地域交流デイサービスを行っていますが，さらにニーズに合った活動

の場となるよう，検討するとともに，介護予防・日常生活支援事業におけ

る住民主体のサービスとしての位置づけの可能性について研究します。 

●高齢者の社会参加の促進 

【継続】高齢者自

身が支え手とな

る社会参加の促

進 

高知市老人クラブ連合会の活動支援を継続して行い，各地域での支

え合い活動の場となるよう協議を進めていきます。 

また，なごやか宅老の運営や地域にある様々な活動について，関係

機関と協議しながら，地域づくりに参加したい高齢者が参加しやすい環

境づくりに取り組んでいきます。 

就労意欲のある人については，シルバー人材センター等を活用し，

就労しやすい環境づくりに取り組んでいきます。 
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＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

地域でのボランティア参加割合（介護

予防・日常生活圏域＊ニーズ調査より） 
12.6％【平成 29年度】 15％【平成 32 年度】 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

百歳体操の場を活用し

た地域での支え合いの

仕組みづくり 

   

地域づくり研修 

   

食の機会を通じた集い

の場づくり 

   

ニーズに応じた通いの

場づくり 

   

高齢者自身が支え手と

なる社会参加の促進 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

会場調査 

モデル事業検討・実施 

内容見直し検討 継続 

関係機関と協議 

情報発信 
交流会等開催 拡充 

普及啓発 

実施 

55 



第 4章 

 

 

 

56 



                                     第 4章 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第 4章 

58 

２－１ ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援 

本市の独居高齢者数は，５年前と比べると，約 1.2倍に増加しており，今後も増えると予測さ

れます。高齢者の単身世帯で身近に親族や知人等がいない場合，ちょっとした助けや介護が

必要になった際，在宅での生活が不安になったり，家に閉じこもり外出を控えるなど，社会参

加も困難になってきます。 

本市では，買い物や調理等を行うことが困難な人には，配食等の社会資源を利用して食の 

確保を図るとともに，低栄養＊や疾病を予防し，健康的な食生活を継続できるよう支援を行いま

す。 

また，急病や災害時等に迅速に対応するための緊急通報システムや，電話相談を行う制度， 

買い物や掃除等の家庭内の軽作業をワンコイン（500円）で受けられるサービスを提供すること

で，ひとりになっても安心して暮らし続けられる取組を進めます。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●食生活の支援 

【継続】在宅高齢者配

食サービス 
在宅の要援護高齢者に対し，自宅に訪問して定期的に食事を

提供すると同時に，安否確認や健康状態に異状があった場合に

は関係機関への連絡等を行います。 

【新規】食の改善支援  食生活の改善が必要な高齢者に対し，管理栄養士等による啓

発や栄養指導等を行い，地域での食の改善支援に取り組みま

す。 

●ひとり暮らしの支援 

【継続】緊急通報シス

テム運営 
 緊急時の対応が必要な高齢者等に対し，緊急時の対応や 24 時

間体制の電話相談を行うことで，安心して在宅生活が続けられる

ように支援します。 

【継続】在宅高齢者あ

んしん相談 
 独居生活や健康に不安のある高齢者に対し，電話による定期的

な安否確認や 24 時間体制の電話相談を行うことで在宅生活を支

援します。 

【継続】シルバー人材

センター「ワンコインサ

ービス」 

 高齢者が，手助けを必要とする高齢者の身の回りのちょっとした

困りごとを，30 分以内の仕事１件につきワンコイン（500 円）で行う

サービス事業に対し，財政支援を継続します。 
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＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

配食事業者における配食注文時のアセスメ

ント＊（健康状態・低栄養リスク）の実施率 
― 100％【平成 32 年度末】 

ワンコインサービスの利用件数 
2,304 件/年 

【平成 28年度】 

4,000 件/年 

【平成 32年度】 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

在宅高齢者配食サービス    

食の改善支援    

緊急通報システム運営    

在宅高齢者あんしん相談    

シルバー人材センター「ワ

ンコインサービス」 
   

 

 

 

  

継続 

仕組み検討 

継続 

継続 

継続 
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２－２ 認知症になっても安心して暮らし続けられる支援 

 平成 37（2025）年には高齢者の５人に１人が認知症になると予測されます。 

認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるためには，認知症の正しい理

解を広め，認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制づくりが必要です。 

認知症を理解し，認知症の人やその家族も見守る認知症サポーター＊養成講座を実施して

います。また，地域高齢者支援センターへの認知症地域支援推進員＊の配置や，認知症初期

集中支援チーム＊の設置により，認知症の人の状態に応じた適切なサービスの提供に向け取

り組んでいます。今後，さらにこれらの取組を推進していきます。 

また，65 歳未満で発症する若年性認知症*の人に対する早期からの支援を充実させるため

に，関係機関との支援体制づくりに取り組んでいきます。 

 

＜事業等内容＞ 

●認知症に対する理解促進                         ※全事業〔健康増進課〕 

【継続】認知症サポ

ーター養成講座 

地域，学校，企業などでの開催を通じて，多くの人に認知症の人とそ

の家族への理解を広げ，地域で見守りができる意識を醸成します。ま

た，認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施を行う「キャラバ

ン・メイト*」の養成・活動支援についても適宜取り組んでいきます。 

【継続】認知症サポ

ーターステップ 

アップ研修 

認知症カフェの支援や認知症サポーター養成講座の実施など，主体

的に地域の活動に参加，あるいは，地域での活動を生み出していけるよ

うな人材を育成します。 

●認知症の初期の段階からの支援                    ※全事業〔高齢者支援課〕 

【継続】認知症地域

支援推進員の配置 

地域高齢者支援センターに配置している認知症地域支援推進員を中

心に，認知症の人の状態に応じた適切なサービスが提供されるよう，各

関係機関との連携や取組を進めていきます。 

【新規】認知症ケ

ア・パス*の普及 

認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れが分かるよう，

「認知症ケア・パス」を普及します。 

【拡充】認知症初期

集中支援の実施 

認知症の早期診断・早期対応に向けて個別の訪問支援に取り組んで

いきます。また，本人の意思を支援者等で共有するための「サポートファ

イル（仮称）」について検討します。 

【新規】認知症初期

集中支援チーム検

討委員会の設置 

認知症初期集中支援チーム検討委員会を設置し，チームのあり方や

活動状況について協議します。 

【継続】認知症の人

や家族が気軽に集

い相談できる場づ 

くりの推進 

認知症の人や家族が気軽に集い，思いを語り，同じ仲間と交流するこ

とができる場として「認知症カフェ＊」を推進しています。認知症カフェの

開設や運営についての情報提供や交流の場づくり等を通じて，より身近

な地域の中で認知症カフェが展開されるよう取り組んでいきます。 

60 
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● 【拡充】地域での認知症高齢者支援ネットワークの拡充〔高齢者支援課〕 

認知症の人が在宅生活を継続するためには，地域での見守りネットワークが必要です。警察

が実施している情報伝達メール「あんしんＦメール＊」の活用を推進していきます。また，より早

期に発見することができるよう，県や警察，民間企業，地域住民等と連携し，地域での見守りネ

ットワークを検討します。 

●若年性認知症の人への支援〔健康増進課〕 

【継続】若年性認知

症に関する連携体

制構築 

若年性認知症の人のニーズに合った支援を早期から行えるように，県

が配置する「若年性認知症支援コーディネーター＊」及び「若年性認知

症就労支援コーディネーター＊」等との連携体制を構築します。 

 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

認知症の人の精神科入院

者数 

282 人 
（平成 29年６月 30 日時点） 

282 人 
（平成 32年 6 月 30 日時点） 

認知症サポーター養成講座

受講者数 

5,341 人 

（平成 30年１月末時点） 

/3 年間 

7,500 人/3 年間 

【平成 32年度末】 

認知症サポーターステップ

アップ研修受講者のうち，高

知市社会福祉協議会へボラ

ンティア登録した総人数 

71 人/3 年間 

【平成 29年度末】 

90 人/3 年間 

【平成 32年度末】 

認知症初期集中支援チーム

の設置 

２チーム 

【平成 29年度末】 

３チーム 

【平成 32年度末】 

認知症初期集中支援チーム

員対応者のうち，在宅継続

者の割合 

85.7％（各年度） 

【平成 28年度】 
90％（各年度） 

認知症カフェ開催か所数 
21 か所 

（平成 30年１月末時点） 

27 か所 

【平成 32年度末】 
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＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

認知症サポーター養成講座 
   

認知症サポーターステップアップ

研修 

   

認知症地域支援推進員の設置 
   

認知症ケア・パスの普及 
   

認知症初期集中支援の実施 
   

認知症初期集中支援チーム検

討委員会の設置 

   

認知症カフェの推進 
   

地域での認知症高齢者支援ネッ

トワークの拡充 

   

若年性認知症に関する連携体制

構築 

   

  

継続 

継続 

継続 

作成 

継続 

継続 

継続 

現状把握・検討・モデル事業実施 

継続 

運用開始 

運用開始 

設置 
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２－３ 重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる 

支援 

平成 29 年度 在宅療養に関するアンケート（介護認定を受けている人対象）では，将来寝

たきりになった場合（もしくは今後），生活したい場所として，「できる限り在宅で暮らしたい」と

回答した人は，65％となっています。医療と介護の両方を必要とする高齢者等が，住み慣れた

地域で自分らしい生活を続けていくためには，医療と介護の関係機関が連携し，切れ目なく

医療と介護を提供できる体制が必要です。そのため，在宅療養を支える各専門職種が，他職

種とスムーズな連携を図れるよう支援を行います。 

 

＜事業等内容＞                                ※全事業〔健康福祉総務課〕 

在宅医療・介護連携の推進 

【拡充】高知市在宅医

療・介護連携推進委員

会＊の開催 

高知市在宅医療・介護連携推進委員会を開催し，本市の在宅医

療・介護連携を進めていくため，課題解決に取り組んでいきます。

年に１～２回開催の委員会以外に意見交換会等を開催し，具体的

な対策を検討の上，実施します。 

【継続】医療・介護関係

者の相談対応とコーデ

ィネート 

高知市在宅医療介護支援センター＊（高知市医師会委託）が，医

療・介護関係者から在宅医療・介護連携に関する相談を受け，支援

を行います。 

【拡充】地域の医療・介

護サービス資源マップ

作り（往診・訪問診療・

重度の受け入れ体制

等） 

医療機関や介護事業所の受入れ状況等について，高知市在宅

医療介護支援センターが訪問またはアンケートによる調査で現状を

把握し，資源マップを作成。医療・介護関係者に配付します。掲載

内容は順次追加し，充実を図ります。また，関係者や市民が容易に

地域資源の把握ができるよう，資源マップのシステム導入を目指しま

す。 

【拡充】在宅医療・介護

関係者への研修（多職

種連携・在宅療養・在

宅看取り等） 

高知市在宅医療介護支援センターが主催で，在宅医療・介護連

携に携わる専門職を対象に『高知市在宅医療・介護連携推進のた

めの多職種研修会』を定期的に開催します。 

【継続】在宅医療・介護

連携の仕組みづくり

（入・退院時の引継ぎル

ール＊の運用） 

介護が必要な人の情報を，入退院時に医療・介護関係者が互い

に引き継ぎ，共有するためのルールを策定しています。同時に，医

療・介護関係者が顔の見える関係を作り，連携していく中でのルー

ルの点検協議を定期的に行い，より使いやすく，連携の手助けとな

るものを目指します。 

【拡充】市民への啓発

（在宅療養・在宅看取り

等） 

在宅療養や在宅看取りについて，高知市在宅医療介護支援セン

ターと連携し，出前講座を行います。町内会やデイサービス等から

の申し込みを受けて開催することが多く，今後は実施回数の増加

と，それぞれのニーズに合った多様な内容の講座を開催します。 
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＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

入・退院時の引継ぎについて 

退院時の病院からケアマネジャ

ー＊への紙面引継ぎ    

58％ 

【平成 29年度】 

80％ 

【平成 32年度】 

医療機関が在宅看取りを行った件数 

 

357 件 

【平成 27年】 

 

400 件 

【平成 31年】 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

医療・介護関係

者の相談対応と

コーディネート 

   

地域の医療・介

護サービス資源

マップ作り 

   

在宅医療・介護

連携の仕組み

づくり 

   

在宅医療・介護

連携推進委員

会の開催 

   

在宅医療・介護

関係者への研

修 

   

市民への啓発 
   

 

 

  

継続 

拡充 システム導入 

継続 

拡充 

拡充 

拡充 
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２－４ 安心して暮らし続けられるための権利を守る支援 

 本市では今後，認知症高齢者の増加や，親族等による成年後見開始の申立てが困難な人

が増加すると予想されます。高齢者が安心して暮らし続けられるために，成年後見制度の利

用支援を推進します。 

また，高齢者の生命，身体，自由，財産等の権利を擁護するという点をふまえ，成年後見制

度＊が利用者にとってメリットの実感できる運用をめざします。さらに，担い手として市民の役割

が強まると考えられることから，市民後見人＊の育成と活動を支援します。 

 高齢者虐待に関する相談や通報の内容は年々複雑多様化しており，それぞれ対応が異なり

ます。行政だけでは対応しきれない課題も多く，行政以外の機関との連携や協力が必要です。

今後も，関係機関とのネットワークを強化し，養護者への支援も含めた高齢者虐待への対応

能力を向上させます。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●権利擁護の普及 

【継続】成年後見制度利

用支援 

成年後見制度に係る市長審判請求＊の申立て（以下，「市長

申立て」という。），成年後見人*等への取組を支援します。 

【拡充】成年後見制度利

用促進 

地域連携ネットワークづくりや，市民後見人の育成，成年後

見制度の相談・対応体制，後見活動支援体制等，成年後見制

度の利用促進に取り組みます。 

●高齢者虐待の早期発見・支援 

【継続】高知市高齢者虐

待予防ネットワーク会議 

関係(専門)機関等との連携を強化し，情報交換や対応方法

の検討を行う高知市高齢者虐待予防ネットワーク会議を開催

するとともに，虐待予防の周知及び啓発活動等に取り組みま

す。 

【継続】高知市成年後見

サポートセンター運営 

高知市成年後見サポートセンターの運営を支援します。 

【継続】養護老人ホーム

への入所 

環境上の理由及び経済的理由により，居宅において擁護が

困難と判断した高齢者に対し，養護老人ホームへの措置入所

を行います。 
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＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

市長申立て件数 

20 件 

（平成 30 年 1 月末時点） 

/3 年間 

30 件/3 年間 

【平成 32年度末】 

市民後見人のバンク新規登録者数 
14 人/3 年間 

【平成 29年度末】 

15 人/3 年間 

【平成 32年度末】 

 

●地域連携による相談支援体制（イメージ） 

 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

成年後見制度利用支援 
   

成年後見制度利用促進 

 

  

高知市高齢者虐待予防

ネットワーク会議 
   

高知市成年後見サポート

センター運営 
   

養護老人ホームへの措

置 
   

高齢者支援センター
社会福祉協議会

民生委員・町内会等地域関係団体
医療関係団体
医療機関

福祉関係団体
ケアマネジャー

⇔ 後見人等 介護サービス事業者 ⇔ 虐待者
民間団体・NPO法人等

警察
弁護士会
司法書士会

社会福祉士会等
金融機関

高齢者
(認知症)

高齢者
(被虐待者)

高齢者虐待予防権利擁護

住み慣れた地域

●成年後見制度利用促進

地域連携ネットワークづくり

・県からの支援，市町村との連携

・市町村による中核機関の設置

・家庭裁判所との連携等

市民後見人の育成

後見活動の支援

後見制度の相談・対応体制など

●高知市虐待予防ネットワーク会議

・個別ケース会議

・関係機関との連携，構築

・虐待の予防，早期発見のための啓発

・適切な支援が行えるようにスキルアップ

継続 

継続 

継続 

継続 

地域連携ネットワークづくり 

相談・対応体制等 
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２－５ 災害時でも安心して暮らし続けられる支援 

大規模な災害時には，行政による早期の個別対応は困難となります。 

そのため，特に，避難行動要支援者＊等の自力での避難が困難な人が，安全で速やかに

避難するためには，行政の取組と合わせて，住民同士で声を掛け合い，互いに助け合う地域

の力が必要不可欠です。本市では，これまで「高知市地域防災計画＊」に基づき，要配慮者＊

対策をはじめとするさまざまな対策を推進してきました。また，平成 26年 12 月に，取組の全体

像を示す「高知市避難行動要支援者の避難支援プラン（全体計画）＊」を策定するとともに，避

難行動要支援者名簿を作成するなど，今後の各対策のもととなる取組を進めてきました。 

今後は，作成した名簿を活用し，避難行動要支援者それぞれの個別計画を策定するなど，

これまでのモデル事業のノウハウを活かしながら，避難支援のための取組をさらに推進します。 

また，実効性の高い避難支援等のためには，住民同士の日頃からの見守りや支え合いなど

が重要です。地域の自主防災組織＊等と連携し，情報交換や活動の連携，協力体制の構築

など，「地域のつながり」の強化・推進のための取組を進めます。 

その他，津波避難ビル＊等の津波から人命を守るための緊急避難場所のさらなる確保を図

るとともに，守った命をつなぐための二次避難先となる，福祉避難所＊の確保・充実並びに備

蓄物資の整備などについて，引き続き，取組を進めていきます。 

 

＜事業等内容＞ 

【継続】高知市地域防

災計画〔防災政策課〕 

要配慮者対策をはじめとするさまざまな対策を推進し，本市全体

の防災対応力の向上をめざします。 

【継続】避難行動要支

援者対策事業 

〔地域防災推進課〕 

「高知市避難行動要支援者の避難支援プラン（全体計画）」に基

づき，個別計画の策定や防災訓練を行うなど，災害時における避難

支援や安否確認等を円滑に行える体制の構築を推進します。 

【継続】福祉避難所整

備事業費補助金 

〔健康福祉総務課〕 

さらなる福祉避難所の確保とともに，施設ごとの運営体制の構築

や備蓄物資の整備に取り組みます。 

【継続】自主防災組織

育成強化事業 

〔地域防災推進課〕 

自主防災組織の結成を促進するとともに，更なる自主防災組織

の活動継続・育成強化を推進します。 

【継続】津波防災対策

事業 

〔地域防災推進課〕 

津波避難ビル等の津波から人命を守るための緊急避難場所につ

いて，更なる確保を目指すとともに，必要物資の整備にも取り組みま

す。 

【継続】単身高齢者世

帯等防災訪問* 

〔消防局予防課〕 

消防局職員及び女性消防団員＊が単身高齢者等の自宅を訪問

し，避難及び通報能力の有無等の現状を確認するとともに，火災予

防などに関する助言を行います。 

【継続】災害時緊急対

応ショートステイ＊事業 

〔高齢者支援課〕 

災害時に民間事業所におけるショートステイを利用し，高齢

者の受入を行います。 



                                     第 4章 

69 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高知市地域防災計

画 

   

避難行動要支援者

対策事業 

   

福祉避難所整備事

業費補助金 

   

自主防災組織育成

強化事業 

   

津波防災対策事業 
   

単身高齢者世帯等

防災訪問 

   

災害時緊急対応シ

ョートステイ事業 

   

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 
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第３節 住み慣れた地域で暮らし続けられる 

 

高齢化が急速に進む中で，高齢の一人暮らしや高齢者のみの世帯が増加しています。住

み慣れた地域で必要な介護・医療を受けながら安心して暮らすことができる住まいの確保や

公共空間や交通のバリアフリー＊化を図ることが，重要な課題となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の生活を支える 

施策の推進（住環境・公共交通など） 
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３－１ 多様な暮らし方の支援 

超高齢社会が進む中で，暮らしに不安を感じる，一人暮らしの高齢者や高齢者世帯が増加

しています。加齢や疾患により日常の生活動作に不自由が出てきたり，障害が残る病気にな

ったりしたときには，住み慣れた家を改造することで在宅生活の継続が可能になり，住環境整

備を行うことで介護者の負担軽減にもなります。 

また，一人暮らしの高齢者や高齢者世帯が賃貸住宅を借りようとした際に，断られる事例や

保証人が見つからない事例等があります。そういった状況の中，平成29年４月から，住宅確保

要配慮者＊に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律が改正され，高齢者等の住宅確保

要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度（住宅セーフティーネット制度）が始まること

になりました。 

今後は，高齢者が多様な暮らし方を選択できるよう，住宅分野及び福祉分野が連携して施

策を実施していきます。 

 

＜事業等内容＞ 

【継続】住宅改造助成事業 

〔高齢者支援課〕 

日常生活に介護を要する高齢者が，住み慣れた住宅で安心

して健やかに生活が送れるよう住宅改造費用を助成します。 

【継続】住宅アドバイザー制

度 

〔高齢者支援課〕 

住宅改造を必要とする要介護状態の高齢者に対し，福祉住

環境コーディネーター＊等の専門知識を有する者が助言すると

ともに，現地調査，改造プラン（案）作成等を行います。 

【継続】高齢者住宅等安心

確保事業 

〔高齢者支援課〕 

高齢者が自立して安全で快適な生活ができるよう，高齢者世

話付住宅（シルバーハウジング）＊や高齢者向け優良賃貸住宅

の入居者を対象に生活支援員を派遣し，①生活相談及び生活

指導，②安否確認，③一時的な家事援助，④緊急時の対応，

⑤関係機関等との連絡，⑥日常生活上必要な援助を行い，高

齢者の見守りを進めます。 

【継続】サービス付高齢者向

け住宅＊登録制度 

〔住宅政策課・高齢者支援

課・介護保険課〕 

単に住居の提供だけでなく，高齢者が安心して暮らすことが

できる住まいといった視点でハード・ソフト両面について情報や

課題を関係課で共有していくとともに，サービス内容や入居に

かかる費用等は施設によって違うため，高齢者に対する適切な

情報提供を行っていきます。 

【継続】公営住宅制度（特定

目的住宅＊） 

〔住宅政策課〕 

市営住宅の建て替えにあたっては，高齢単身者向の比率を

高めるとともに，高齢者が日常生活を安全に過ごすための緊急

通報システムや見守り事業の実施等について，関係部局との

連携や民間事業の活用をすすめていきます。 

【新規】住宅セーフティネット

制度 

〔住宅政策課〕 

高齢者が希望する地域で民間賃貸住宅を借りられるような住

環境の整備を進めていきます。また，高知県居住支援協議会＊

と連携し住宅セーフティネット制度の運用を円滑にし，高齢者

が入居できる民間賃貸住宅を拡大していきます。 
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＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

住宅改造助成事業 
   

住宅アドバイザー

制度 

   

高齢者住宅等安心

確保事業 

   

サービス付高齢者

向け住宅登録制度 

   

公営住宅制度（特

定目的住宅） 

   

住宅セーフティネッ

ト制度 

   

 

 

  

継続 

継続 

継続 

継続 

継続 

新規 
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３－２ 暮らしの中で受けられる介護サービスの充実 

 介護サービスは，高齢者の自立支援と重度化防止に資することが求められており，高齢者一

人ひとりが，住み慣れた地域で，安心して暮らし続けていくためには，効率的・効果的な質の

高い介護を受けられるようにすることが必要です。 

 一方で，介護に要する費用は大きく増加しており，介護保険創設時である平成 12 年度の総

費用額 3.6 兆円に対し，平成 28 年度は 10 兆円を超える見込みであるため，平成 37（2025）

年以降の人口構造の変化も見据えつつ，本市介護保険の安定性・持続可能性を高める取り

組みも重要です。 

 国の動向も注視しながら，本市の実情に応じた各種介護保険サービスの整備を行います。  

 

＜事業等内容＞                                ※全事業〔介護保険課〕 

●地域密着型サービスの整備 

【継続】看護小規

模多機能型居宅

介護＊，小規模多

機能型居宅介護
＊，定期巡回・随

時対応型訪問介

護看護＊の整備強

化 

重度者を含む要介護高齢者が住みなれた地域で，安心して暮らし

続けていけるよう，在宅生活を支える利便性の高いサービスの整備を

行います。 

訪問・通い・泊まりのサービスを組み合わせて利用できる看護小規

模多機能型居宅介護及び小規模多機能型居宅介護事業所の整備を

行います。 

また，日中・夜間を通じて訪問介護と訪問看護を一体的に又はそれ

ぞれが密接に連携しながら提供する定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の整備を行います。 

そのほか，認知症高齢者の介護を支援するためのサービスとして，

認知症対応型の通所介護及び共同生活介護の整備を行います。 

【継続】認知症対

応型通所介護＊，

認知症対応型共

同生活介護＊の整

備  

●施設サービスの整備 

【継続】介護老人

保健施設＊の整備 

 要介護高齢者の在宅復帰を支援する中間施設としての役割が期待

される，介護老人保健施設の整備を行います。 

  

 

なお，具体的な整備数・整備スケジュール等は，第７期介護保険事業計画で定めるとおりです。  
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３－３ 公共空間や交通のバリアフリー＊化 

公共空間や交通のバリアフリー化のためには，行政だけではなく市民や事業者の理解と協

力が不可欠です。またバリアフリーに関して，年々市民の意識が高まっています。 

本市では，一定の要件を満たす公共的施設（特定施設）について，「高知県ひとにやさしい

まちづくり条例（平成９年施行）」に基づき，整備内容を審査し，高齢者や障害者等に配慮した

施設整備がなされるよう指導及び助言を行い，整備基準に適合した建築物等には適合証を

交付しています。 

交通に関しては，高知市交通バリアフリー基本構想＊（平成 15 年４月策定）に基づく，高知

市交通バリアフリー道路特定事業計画＊（平成 16年度策定）の整備進捗率は 95.4％（平成 29

年度末）となっています。 

公共交通については，平成 28年６月に策定した「高知市地域公共交通網形成計画＊」に基

づき，全ての人が利用できる公共交通環境の形成を目指しています。ハード面では低床の電

車やバスの導入促進，ソフト面では，電停やバス停の表示を大きくしたり，多言語化などにも努

めています。過疎化，高齢化が進む都市周辺部において，「デマンド型乗り合いタクシー＊」を

運行することにより，利用者の自宅近くでの乗降が可能となることや，便数が多くなることなど，

これまでの路線バスと比べ利便性が向上しています。  

今後も，高齢者の地域生活を支えるため，公共空間や交通のバリアフリー化を進めていきま

す。 

＜事業等内容＞ 

【継続】高知県ひとにやさしい

まちづくり条例審査等 

〔障がい福祉課・建築指導課〕 

ひとにやさしいまちづくりについて，特定施設の整備が

適性に行われるよう，今後も，事業者と計画段階での事前

協議を行う等の普及・啓発に努めます。 

【継続】高知市交通バリアフリ

ー基本構想 

〔都市計画課〕 

バリアフリー新法＊（平成 18 年 12 月施行）では，基本構

想を策定できることとなっていますが，旧法（交通バリアフリ

ー法＊）に基づく高知市交通バリアフリー道路特定事業計

画による道路整備を優先的に進めていく必要があり，新法

に基づく基本構想については，整備状況を見ながら検討

していきます。 

【継続】高知市交通バリアフリ

ー道路特定事業 

〔道路整備課〕 

計画の早期完了に向けて，今後も地元調整や予算確

保に努め，快適かつ安全な移動が確保できるよう進めてい

きます。 

【新規】高知市地域公共交通

網形成計画 

〔くらし・交通安全課〕 

公共交通については，都市部では低床バスや低床電

車の導入促進に努めます。過疎化，高齢化が進む都市周

辺部（鏡，土佐山，行川，円行寺，春野，御畳瀬，浦戸地

区）においては，「デマンド型乗り合いタクシー」を継続運

行していきます。また，平成 30年 10 月からは，布師田・大

津・三里地区の一部，久重地区でもデマンド型乗合タクシ

ーの運行を開始する予定です。  
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 ＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

高知県ひとにやさ

しいまちづくり条例

審査等 

   

高知市交通バリア

フリー基本構想 

 

   

高知市交通バリア

フリー道路特定事

業 

   

高知市地域公共交

通網形成計画 

   

  

継続 

継続 

継続 

新規 
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第４節 介護や看護に従事する人たちが誇りとやりがいを 

持って働きつづけられる 

 

 

 

 

 

介護や看護に従事する人たちが誇りとやりがいを持って働き続けることは，介護事業所・従

業者の質の向上につながり，これは，高齢者が自分らしく自立した地域生活の営みに大きく寄

与します。 

このため，まず，今後ますます重要となる自立に向けたケアプラン＊作成のためのケアマネ

ジメント＊などの研修や助言，各介護事業所の適切な運営のための指導などを通じて介護事

業所の質の向上を図ります。 

 また，生産年齢人口＊が減少を続ける中で，介護人材の確保が厳しくなる一方，離職率は上

昇傾向にあり，新規の人材確保と離職を防止するソフト面の取組を行うことで，介護職への定

着を支援し，介護人材の確保に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護事業所・従事者の質の向上，労働環境の整備促進 
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４－１ 事業所の質の向上 

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けるためには，支援者が高齢者の生活状況

を把握し，本人の希望を反映した生活支援を行うことが重要です。しかし，高齢者の望む姿は

多種多様であるため，画一的なサービス提供では本人の望む生活とならない可能性がありま

す。 

 このため，ケアプラン＊作成時のケアマネジメント＊力向上のための研修や，施設での支援方

法に関する研修会を継続するなどの取組を行います。 

 

＜事業等内容＞ 

●ケアマネジメント力の向上〔高齢者支援課〕 

【拡充】ケアマネジ

メント研修の開催

（体系化） 

 

ケアプラン作成の際には，介護保険サービス事業の利用のみでは

なく，様々な資源の活用もふまえた上で判断し，サービスにつなげなく

てはなりません。 

今後，自立に向けたケアプラン作成は，高齢者の生活支援を行う上

で重要な要因となってくるため，体系化されたケアマネジメント研修を

関係機関と連携して開催できるよう，協議を行います。 

●施設ケアの資質向上〔高齢者支援課・介護保険課〕 

【継続】自立を目

指すケア研修会 

 

本市では平成 20 年度から介護保険施設等の職員を対象に，介護

の基礎知識や理論・技術の習得，ケアの実践を目的とした「自立を目

指すケア研修会」を開催しています。 

研修会に参加した事業所からは，対象者の認知症のＢＰＳＤ＊が改

善した事例等の報告もあり，今後も引き続き開催します。 

 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

ケアマネジメント力向上のための研修体系作成 － 
作成 

【平成 32年度末】 

自立を目指すケア研修 参加事業所のうち，１

日の水分摂取量 1,500ｃｃ以上の事業所の割合 

50％（各年度） 

【平成 29年度】 
60％（各年度） 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

ケアマネジメント研修の開

催（体系化） 

   

自立を目指すケア研修会 
   

検討 試行・再検討 

継続 
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４－２ 事業所の職場環境の改善 

高知県では，平成 37（2025）年に約 900 人（第６期時点）の介護人材が不足すると推計して

おり，中長期にわたって安定した介護人材の確保が必要です。 

一方，平成 28 年の介護従事者は，採用者数 2,046 人に対し離職者数 1,785 人と離職者

が多いのが現状です。このため，本市でも，平成 30（2018）年度から新たに事業所の業務・職

場環境改善に向けた研修会の開催と，介護人材確保に向けた新たな施策に取り組みます。 

 

＜事業等内容＞                                ※全事業〔介護保険課〕 

●事業所の業務・職場環境改善に向けた仕組みづくり 

【新規】事業者向け

研修会の開催 

介護職員の体力的・事務的負担を軽減するために，事業所内の業

務・職場環境改善を考えている事業所に対して，県と連携して研修会を

開催します。 

【新規】介護事業所

認証評価制度＊へ

の支援 

高知県の新たな取り組みである「介護事業所認証評価制度」を，広

報・周知などの面で支援します。 

●介護人材の確保に向けた新たな取り組み 

【新規】SNS＊を活

用した情報サービ

スの提供 

介護保険課でＳＮＳを開設し，介護職員に特化した情報提供サービス

を開始します。 

まず，新規人材を確保するため，介護保険制度の解説や資格取得，

事業所の取組み，職員紹介などの情報を発信し，介護へ興味を抱くきっ

かけをつくります。 

また，離職を防ぎ定着してもらうため，介護に関わる多種の職員間の

悩み相談・情報共有など“横のつながり”をつくるための「相談の場」を案

内します。 

【新規】介護職員の

「相談の場」を開催 

介護に関わる多種の職員の悩み相談・情報共有など，“横のつながり”

をつくるための場を，定期的に開催します。 

また，この場でできた“つながり”から，多種の職員が連携し自主的な

活動組織が立ち上がるよう支援します。 
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●介護人材の確保に向けた新たな取り組み（参考図） 

 

 

 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

「相談の場」実施回数 - ４回以上（各年度） 

「相談の場」参加者数 - 50 名以上（各年度） 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

事業所の業務・

職場環境改善

に向けた仕組

みづくり 

   

介護人材の確

保に向けた新た

な取り組み 

   

 

 

 

 

事業実施 調整 

事業実施 
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第５節 多様なサービスを効果的に受けられる 

 

 

 

 

 

超高齢社会が進む中，高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けられるためには，

医療や福祉・介護の関係者が顔の見える関係となり，共通言語で連携することができるよう，

医療と福祉・介護を統合した「包括ケアシステム」の構築が必要です。 

そのためには，市民も支援者も，高齢者の自立支援についての方向性や考え方を共有す

ることが重要です。また，多様なサービスを効果的に受けることができるよう，関係機関での共

通ルールやツールづくりに取り組み，支援者間の意思疎通を図ることをめざします。 

現在本市においては，地域高齢者支援センターを東・西・南・北・春野の５か所と旭分室 1

か所に設置し，総合相談事業や地域における個別の支援活動を行っていますが，今後求め

られる地域包括ケアシステムの中核を担うにあたり，地域における包括支援センターとしての

役割を果たすことができるよう，機能を強化していく必要があります。 

国の進める「見える化」システム＊を活用した情報共有や地域分析を行い，介護給付につい

て適正に運用されているかどうか確認するための適正化事業＊の結果もふまえ，保険者機能

を強化し，施策を効率的効果的に取り組んでいくことが求められています。  

保険者によるマネジメント機能の強化・推進 
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５－１ 多様な主体との考え方や方向性の共有 

今後超高齢社会が進む中では，介護保険サービスのみで高齢者支援を行うことは，支え手

側の人口減少もあり困難な状況も見込まれます。 

このため，高齢者が住み慣れた地域での生活を継続するためには，介護保険サービスを利

用するのみではなく，ボランティアや NPO 法人など地域での様々な活動との連携を行うことに

より，より良い支援を提供することが必要となります。 

 一方，現状では，地域の社会資源の把握や，支援に関する基本的な共通ルールや共通ツ

ールが構築されていないことが関係機関との連携の課題となっています。 

今後，情報共有や共通ルールの策定，共通ツールの作成等について検討するとともに，現

在の高齢者福祉に関する状況について，広く市民に対し啓発していきます。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●情報の共有化の推進 

【新規】社会資源情報の把握

と関係機関での情報共有方

法の検討 

 社会資源情報の把握と関係機関での情報共有を行うため

のシステムの構築と他団体等の情報更新の仕組みの構築

をめざします。 

【新規】支援者間の情報共有

及び目標や考え方の共有に

向けた共通ルール，共通ツー

ルづくり 

高齢者の支援について，関係者間での情報共有や支援

方針の共有化が図れるよう，事業所や各種団体との意見交

換を行う等，各種様式の統一化などの共通ルール化や共通

のツールづくりに取り組みます。 

●自立支援の理解促進 

【継続】介護保険制度や超高

齢社会の現状，自立支援に

関する啓発 

介護保険制度や超高齢社会の現状，将来の見通しにつ

いて一般市民に広く啓発するための取組を進めます。 

 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

関係機関との情報共有化システムの構築 － 
構築  

【平成 32 年度末】 

介護保険制度や超高齢社会の現状，自立

支援に関する啓発回数 
－ 

200 回/3 年間 

【平成 32年度末】 
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＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

社会資源情報の把握と関係機関

での情報共有方法の検討 

   

支援者間の情報共有及び目標や

考え方の共有に向けた共通ルー

ル，共通ツールづくり 

   

介護保険制度や超高齢社会の現

状，自立支援に関する啓発 

   

  

検討 構築 

検討・構築 継続 見直し 

継続 
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５－２ 地域高齢者支援センターの機能強化 

本市では，地域包括支援センターを「地域高齢者支援センター」の名称を用い，市内東・

西・南・北・春野の５センターと旭の１分室，及び 17の出張所で運営しています。運営主体は，

地域高齢者支援センターは市直営，出張所は法人委託となっています。 

今後，地域高齢者支援センターを増設し，より細やかな相談支援活動や地域活動を行うこ

とができるような体制の構築を推進します。また，地域高齢者支援センターを統括し，後方支

援を行う機関として，基幹地域高齢者支援センターの設置をめざします。 

また，地域ケア会議＊を通じて把握した地域課題等に基づき，生活支援体制整備事業＊に

よる協議体を活用し，地域における支援体制構築を進めます。 

さらに，地域共生社会の実現に向け，地域の窓口としての相談機能を担い，適切な部署に

つないでいく支援体制の構築に向けて，障害者支援担当部署や子ども支援担当部署との連

携を推進します。 

 

＜事業等内容＞                               ※全事業〔高齢者支援課〕 

●地域高齢者支援センターの再編・強化 

【新規】地域高齢者支援セ

ンターの再編 

１センターあたりの高齢者人口を国基準に近づけるよう，セ

ンターの担当区域を見直し，センターの増設をめざします。 

 また，各センターを統括し，公平・中立な活動を行うことがで

きるよう，基幹地域高齢者支援センター設置をめざします。 

【拡充】地域支援体制の構

築 

地域ケア会議において個別の支援における課題を整理

し，生活支援体制整備事業における協議体や高知市社会福

祉協議会の地域福祉コーディネーター＊とも連携し，支援体

制の構築等を進めていきます。 

【拡充】地域高齢者支援セ

ンターの評価及び運営委

員会の開催 

 地域高齢者支援センターの活動に関し，事業の公正性及

び中立性の確保を図り，その適切な運営を推進するために

高知市地域高齢者支援センター運営協議会を引き続き開催

します。 

【拡充】包括的支援体制の

強化 

高齢者に限定せず，障害者や子どもへの支援に関する相

談についても受け止め，関係機関へとつなぐ機能を有する包

括的支援体制について，検討します。 

 

＜指標・目標＞ 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

地域ケア会議開催数 
33 回（平成 28 年度末時点）

/３年間 

150 回/３年間 

【平成 32年度末】 

 

 

 



                                     第 4章 

87 

 

 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

地域高齢者支援

センターの再編 

   

地域支援体制の

構築 

   

地域高齢者支援

センターの評価

及び運営協議会

の開催 

   

包括的支援体制

の強化 

   

 

  

センター運営形態・人員配置検討・準備 センター増設 

拡充 

運営協議会の開催 

関連部署との協議 

評価項目検討 評価の実施 

● 
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５－３ 地域分析に基づく保険者機能の強化  

 地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進と介護保険制度維持の観点から，介護保険施策

を推進する保険者自らが，地域をマネジメントする機能の強化が求められています。 

そのためのツールとして，他の保険者との地域間比較や好事例の把握等が可能な，厚生労

働省が構築している「見える化」システム＊を活用し，本市の現状分析だけでなく，第７期期間

中の定期的な進捗状況の確認等，効果的な事業となるよう見直し等を行っていきます。 

また，介護給付を必要とする方を適切に認定し，過不足のないサービスを事業者が適切に

提供する観点から，高知県や他団体とも連携しながら，本市の適正化事業＊を推進していきま

す。 

 

＜事業等内容＞ 

●「見える化」システムを活用した情報共有・地域分析の促進〔介護保険課〕 

【新規】他都市等と

比較した現状の分

析と活用 

本市の人口，高齢化率，世帯構成，認定率等の現状分析に当たり，

「見える化」システムを活用します。主に中核市平均値との比較により分

析を行い，本計画等への反映，及び事業の達成状況等を確認します。 

また，第４期介護給付適正化計画＊の確認に活用し，効果的な適正化

事業を推進します。 

●介護給付等に要する費用にかかる適正化事業の実施 

【継続】要介護認定

の適正化 

〔介護保険課〕 

 要介護認定調査の事後点検を実施し，記入漏れや，調査項目の選択

と特記事項との整合性の確認を行います。また，審査会前には，主治医

意見書と調査票の整合性を確認して，相違がある場合はその理由を審

査会に伝えます。 

また，厚生労働省の要介護認定適正化事業＊を利用して，調査項目

ごとに全国値との隔たりがないか分析し，調査の平準化を行います。あ

わせて，認定審査会における一次判定から二次判定の軽重度変更率に

ついて，全国平均との比較検討を行うとともに，介護認定審査会の合議

体間格差についても分析し，ばらつきや差について理由の検証と対策

の検討を行います。 

【拡充】ケアプラン＊

点検の実施 

〔高齢者支援課〕 

ケアプランの記載内容について，市職員等が書類または面接を通じて

点検します。介護支援専門員とともに確認検証しながら，介護支援専門

員の「気づき」を促すとともに，「自立支援に資するケアマネジメント＊」の

実践に向けた取組の支援を目指します。 

【継続】住宅改修の

点検，福祉用具購

入・貸与の調査 

〔介護保険課〕 

 ＜住宅改修＞ 

 施工前に，受給者の状態に即した適切な改修であるかを写真等で確

認します。また必要性が疑わしい場合は，訪問調査等を行います。同様

に，施工後も写真等の確認及び状況により訪問調査等を行い，適切な

内容であるかを確認します。 
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＜福祉用具購入・貸与＞ 

 福祉用具貸与について価格の上限設定を行う等，制度改正の予定で

あり，今後，国の動向を踏まえながら福祉用具の必要性や利用状況，適

切な値段であるかを申請書類等にて確認します。また必要性が疑わしい

場合は，訪問調査等を行い，適切な内容であるかを確認します。 

【継続】縦覧点検・

医療情報との突合 

〔介護保険課〕 

 ＜縦覧点検＞ 

 サービスを受給されている人ごとに，複数月にまたがる介護報酬の支

払状況を確認し，サービスの整合性等の点検及び事業所への問い合わ

せ，過誤＊処理業務を，高知県国民健康保健団体連合会へ委託して行

います。（一部の点検は保険者で実施） 

＜医療情報との突合＞ 

 医療と介護の重複請求の排除等を目的とし，給付日数やサービスの整

合性の点検及び事業所への問い合わせ，過誤処理業務を，高知県国

民健康保健団体連合会へ委託して行います。 

【継続】介護給付費

通知の送付 

〔介護保険課〕 

適切な介護保険サービスの利用と提供の普及・啓発を目的とし，サービ

スを受給されている人へ，事業者からの介護報酬の請求及び費用の給

付状況等に関する通知を年２回，送付します。 

【継続】適正化に関

するシステムの活

用 

〔介護保険課〕 

国民健康保険団体連合会等の適正化システムによって出力される給

付実績のデータを活用し，不適切な給付や事業者等を発見し，事業者

へのヒアリングや照会により算定根拠等の確認を行います。不適切な場

合は，過誤調整や改善への指導等を行います。 

【継続】指導監査等

の効果的な実施 

〔指導監査課・介護

保険課〕 

寄せられた苦情・告発等により提供された情報等に基づき，適正な保

険給付となっているか疑わしい事例について，書面で状況等が確認でき

ない場合は，実地指導又は監査を行います。 

また，適正化システム等による情報を活用し，適正なサービス提供や

質の確保を目的とした事業者対象の集団指導等を随時実施することで，

事業者と適正化事業の目的を共有し，協働して取り組んでいきます。 

 

 

 

＜指標・目標＞ 

●「見える化」システムを活用した情報共有・地域分析の促進 

他都市等と比較した現状の分析と活用 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

「見える化」システムを活用した，事業

の達成状況確認の実施回数 
- 

１回以上（各年度） 

※高知県に報告予定 

 

●介護給付等に要する費用にかかる適正化事業の実施 

要介護認定の適正化 
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指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

事後点検実施率（直営分・委託分） 100％（各年度） 100％（各年度） 

分析と対策検討の実施回数 未実施 １回（各年度） 

 

ケアプラン点検の実施 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

指定居宅介護支援事業所のケアプラ

ン点検実施率 
100％（各年度） 100％（各年度） 

ヒアリングを実施したケアプラン点検で

の指摘事項改善率 
- 80％（各年度） 

 

住宅改修の点検，福祉用具購入・貸与の調査 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

住宅改修：書類点検と訪問調査（必要

時）の実施率 

施工前・後ともに 100％

（各年度） 

施工前・後ともに 100％

（各年度） 

福祉用具購入・貸与：書類点検と訪問

調査（必要時）の実施率 

購入後・貸与前 100％ 

（各年度） 

購入後・貸与前 100％ 

（各年度） 

 

縦覧点検・医療情報との突合 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

縦覧点検の実施率 100％（各年度） 100％（各年度） 

医療情報との突合の実施率 100％（各年度） 100％（各年度） 

 

介護給付費通知の送付 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

介護給付費通知の送付回数 ２回（各年度） ２回（各年度） 

 

適正化に関するシステムの活用 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

国民健康保険団体連合会システムか

らの出力帳票の内容確認実施率 
一部実施 100％実施（各年度） 

事業者等への照会，ヒアリングの実施

回数 
２回（各年度） ２回（各年度） 

 

指導監査等の効果的な実施 

指標名 現状（第６期） 目標（第７期） 

対象事業所への実地調査実施率 100％（各年度） 100％（各年度） 

集団指導等の実施回数 期中に２回 １回以上（各年度） 
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※他保険者（中核市）との乖離から適正化事業の状況を把握するため，「見える化」システムを

用い，高齢化の影響を排除した下記３指標（調整済み指標）を確認していきます。 

指標名 現状（高知市） 現状（中核市平均） 

調整済み認定率 19.0％（平成 28年度） 19.0％（平成 28年度） 

在宅サービスの調整済み第１号被

保険者一人あたり給付月額 
10,434 円（平成 27 年度） 11,683 円（平成 27 年度） 

施設及び居宅サービスの調整済み

第１号被保険者一人あたり給付月額 
9,367 円（平成 27年度） 8,999 円（平成 27年度） 

 

＜事業等スケジュール＞ 

事業内容 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 

●「見える化」システムを活用した情報共有・地域分析の促進 

他都市等と比較し

た現状の分析と活

用 

 実施  

●介護給付等に要する費用にかかる適正化事業の実施 

要介護認定の適正

化 
 実施  

ケアプラン点検の

実施 
 実施  

住宅改修の点検，

福祉用具購入・貸

与の調査 

 実施  

縦覧点検・医療情

報との突合 
 実施  

介護給付費通知の

送付 
実施（年２回） 実施（年２回） 実施（年２回） 

適正化に関するシ

ステムの活用 
 実施  

指導監査等の効果

的な実施 
 実施  
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